
　
k e i e i - s o u d a n @ t c s w . t v a c . o r . j p　　ご利用ください。
都内社会福祉法人に対する寄附金は個人都民税の寄附金税額控除の対象となりました

　　　―ただし、区市町村民税は寄附金税額控除対象法人に指定されることが必要です―
今年の寄附者に対して、寄附額を問わず、別紙説明資料を送付する必要があります。（全４枚）
住民税に係る寄附金控除の対象となる寄附金は、住所地の都道府県共同募金会及び日赤支部に対する寄附金等に限られていましたが、２０年度の税制改正により、住所地の都道府県・区市町村が所得税の寄附金控除対象の中から住民の福祉に寄与する寄附金として条例で指定した寄附金も対象となりました。

　東京都では、２１年度第１回定例議会において都税条例の改正を行い、都内に主たる事務所を有する全ての社会福祉法人（所得税法第78条第2項第3号該当）への寄附金（ただし、平成２１年１月１日以降に支出されたものに限ります。）を個人都民税（４％）の寄附金税額控除の対象として指定しました。また、東京都主税局課税部長名で、都内社会福祉法人あてに、平成21年９月11日付21主課課第121号「個人都民税の寄附金税額控除に係る事務の協力について（依頼）」を送付し、個人都民税の寄附金税額控除に係る事務の協力を要請しているところです。
他方、区市町村民税の寄附金税額控除の対象となる社会福祉法人は、各区市町村の条例により定められる仕組みとなっており、個々に確認を要します。たとえば、港区、文京区、品川区では社会福祉法人のうち、当該地域の区市町村社会福祉協議会のみを指定、練馬区では「区内に法人本部のある又は社会福祉施設を有する」４１社会福祉法人を指定（足立区も同様）、また、西東京市では、市内に存する社会福祉法人を始め、同市民に対して福祉サービスを提供している他市に存する社会福祉法人も指定している等様々です。
　なお、寄附した時の住所地（Ａ）と翌年の１月１日の住所地（Ｂ）が異なる場合の適用関係は以下の通りですのでご注意ください。

①区市町村民税の寄附金税額控除（6%）の適用はＢが対象と指定している区市町村であること。

②都民税の寄附金税額控除（4%）の適用はＢが都内であれば適用できます。

③東京都共同募金会に対する寄附金の場合には、Ｂが都内であれば①と②の寄附金税額控除（6%＋4%）を適用できます。
＜区市町村民税・都民税の改正後の寄附金控除制度＞
	①控除の対象となる寄附金
	ア　地方公共団体に対する寄附金

	
	イ　住所地の都道府県共同募金会に対する寄附金

	
	ウ　住所地の日本赤十字社支部に対する寄附金

	
	エ　住所地の都道府県・区市町村が、所得税の寄附金控除対象の中から新たに条例で指定した寄附金

	②控除の方式
	税額控除方式（区市町村民税・都民税所得割からの税額控除）

	
	控除額＝(年間に支出した控除対象となる寄附金の合計額－5,000円)×１0%(注１)

(注１)区市町村指定の寄附金については６％、都道府県指定の寄附金については４%で計算。

（注２）地方公共団体に対する寄附金の場合、税額控除額に特例加算あり。

	③適用下限額
	5,000円

	④控除の対象となる寄附金の限度額
	総所得金額等の30％。1年間に支出した寄附金の総額（上記①のア～エの寄附金の合計）に対して設けられた上限（上限額を超えた分については寄附金税額控除は適用されません）。詳細は区市町村に照会してください。
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ＴＥＬ０３－３２６８－７１７０　　本相談室へのご相談には下記あてメールを






































本相談室だより№７９の内容は、社会福祉法人を対象としています。
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